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（1－11） 鋼製緩衝装置の設計法に関する検討

東京都立大学工学研究科土木工学専攻　学　佐々木光次

東京都立大学工学研究科土木工学専攻　正　長嶋　文雄

（株）オリエンタルコンサルタンツ　正大竹省吾

1．はじめに

　激震時に橋桁と橋台のパラペットあるいはサイドブロックやストッパーとの衝突が起きた場合に、橋桁の損傷を　箋

防ぎ、下部工へ伝達される衝撃エネルギーを減少・吸収させる目的で緩衝装置が設置される。この緩衝装置として

形鋼を使用した鋼製緩衝装置を用いることを提案している（図一1（a），（b）参照）。過去の検討結果1》2》3）によれば、鋼

製緩衝装置は比較的安価に製作することが可能であり、また僅かな設置スペースで大きな吸収エネルギーを見込む

ことができそうである。本報告は、鋼製緩衝装置の静的繰り返し試験および破壊挙動解析を通して得られたエネル

ギー吸収性能についてまとめ、さらに塑性設計法を用いた耐衝撃設計法に関する基礎的な検討を行ったものである。

2・鋼製緩衝装置の耐震・耐衝撃設計法の検討

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ（a）鋼製緩衝装置の荷重変形特性　　　材質はSS400相当とし、極力入手が容易な市販の形鋼を用いて製作でき　義

るものとして、図一2に示すような4種類の鋼製緩衝装置を試作した。静的繰り返し載荷試験で得られた荷重一変位　震

関係曲線を図弓に示すが・いずれの場合も最大荷重P皿に達して以後は・圧縮変位の増加に対する荷重変動は僅か　董

な状態がしばらく持続し、大きな吸収エネルギー能が期待できる特性を有している。吸収エネルギーは、したがっ　譲

てほぼ最大荷重と変位量との積で近似することができる・また・緩衝材が機能してし’る限りは・下部工への伝達荷翼

重は最大荷重と等しいことになる。このように伝達荷重が明確なことが本緩衝工の特徴である。　　　　　　　　糞

（b）鋼製緩衝装置の最大荷重と吸収エネルギーの算定方法　　　円管タイプの鋼製緩衝装置を例にして、最大　嚢

荷重と吸収エネルギーの算定方法について検討する。円管の片側部分に作用するモーメントMは次式で示される。　華

　M＝（1／3）Pe　　　（他のタイプについては図4および表一1に記載した。）　　　　　　　　（1）

ここで、Pは荷重、eは溶接ビード端部から鋼管の中央断面の中心軸までの距離である。また、円管の片側部分の全　…．

塑性モーメント》pは・断面内の応力の釣り合し’・σ一卵σ一ヤ0（図’1（b））を仮定したとき次のようになる・．

　Mpニ2×d×（t／2）×（1／4）×σ恥翼＝2×180×3．O　x15×64。8＝105，000kgfmm＝105．01fmm　　（2）

ここで、dは鋼管の長さ」は板厚（6mm）である。また、σ㎜には、SS400の鋼棒の引張試験で得られた真応力の　毒

最大値である64．8kgf／mm2を用いた。したがって、最大荷重P皿．は次のように計算される。　　　　　　　　　　萎

　P㎜罵＝3Mp／σ＝3×195．0／12ニ26．25tf　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

　最大吸収エネルギrE皿．は、有効最大変位をδ．，，＝70－23＝47mmとすると、次式で計算できる。　　　　　　ii

　E聯．＝P㎜駕×δ鵬、ニ1953×47ニ917。9tfmm　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

　設計は次のような手順で行えばよい。まず①衝突エネルギーE。を算定する（E。＝05×mv2）。②下部工への最大伝達　董

力丁㎜を設定する（下部工の損傷を防ぐ目的）。③丁聯≧nP㎜を満足する緩衝材断面を定める（nは緩衝材の本数）ご藻

（c）設計例と解シミュレーション解析結果　鋼踊橋防止装置（図5）を例にし・鋼製緩衝装置の有無に毒

よる損傷の違い、エネルギー吸収量などについて検討した。衝突体重量を7．3tf，衝突速度は1．08m／secとした（衝葦

突エネルギーEo＝0．434tfm）。鋼製緩衝装置は円管型とし、上記の方法で設計した（t＝3mm，φ＝70mm、d＝100mm，藝
P
㎜
、
＝2・60tf，n＝4，丁潤，＝10．4tf（ただし、歪み速度効果により2割程度上昇する））。実験結果に基ブき各種の解析パラ舞

メータを予め十分吟味された衝撃解析モデルを用い、衝撃解析ソフトLS－DYNAを用いて衝撃解析を行った。図一61

には鋼製緩衝装置の変形図を、図一7には緩衝装置の有無による伝達力の時刻歴を示した。また、表一2には損傷度の1

比較を示した。緩衝装置のない場合は、定着ボルトとコンクリート間の付着が部分的に切れ、ボルトの抜け出しが毫

生じた。この引き抜きに要する仕事で衝突エネルギーを殆ど吸収した。一方、緩衝装置を付けた場合は付着切れが葺

起こらず、ボルトに僅かな塑性変形が発生した程度であった。鋼製緩衝工は衝突エネルギーの約9割を吸収した。葦

3．むすび　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　霧．
　鋼製緩衝装置を用いれば、最大伝達荷重を任意に定めることができ、下部工への影響を調整できるため、バラ　婁

ンスのとれた耐衝撃設計が可能である。吸収エネルギーの計算も式（1）～式（4）を使って簡単に行うことができる。澆

キーワード（鋼製緩衝装置・耐衝撃設計・耐震性能・緩衝工）

連絡先（〒192－0397東京都八王子市南大沢1－1，東京都立大学工学研究科土木工学専攻，TELO426－77・2774，FAX　O426・77－2772）
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図・5緩衝装置を有する鋼製落柵防止装置（レ2解析モデル）
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　　　　　　　　鋼製緩衝材の荷重変形特性に関する実験的検討

ExperimentaIStudyonLoad－DisplacementPropertiesofSteelShockAbsorvers

○都築昭夫＊

　Akio　Tsuzuki，

長嶋文雄淋　　中田宏司＊緋　金子　修＊＊緋　大竹省吾林＊纏
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1．はじめに

　兵庫県南部地震以降、衝撃的な地震力を

緩和するため、落橋防止構造に緩衝材が設

置されるようになった”2》。その緩衝材の

材料としては、ゴムが多く用いられていお

り、その緩衝効果については、最近いくつ

かの論文も発表され3》4》5》、有効性が示さ

れている。しかし、ゴム以外の材料を用い

た緩衝材は現状ではほとんど使われていな

い。そこで本研究では、静的載荷実験によ

りゴムの緩衝効果や力学特性を確認すると

ともに、断面形状の異なる型鋼を利用した

4種類の鋼製緩衝材を用いて、ゴム製緩衝

材と同様の実験を行い、鋼製緩衝材の有効

性を検討する。鋼製緩衝部材を実橋へ適用

した場合の設置メージを図一1に示す。
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図一1　鋼製緩衝部材の設置イメージ図
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2．実験

2．1　実験方法

　ゴム製の試験体1種類と鋼製の試験体4種類の計5種類の試験体を用い、定盤上に置いた試験体の

静的載荷実験をそれぞれ3シリーズ行い、荷重一変位関係を測定した。ゴム製試験体については、落

橋防止装置のゴム製緩衝材の設計に用いる許容支圧応力度の5倍程度（1L76x5・58．8N／皿皿2）の支圧

応力度になるまで載荷し、

極限状態での変形状態を目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　試験機最大荷重＝1960KN

視により観察した。鋼製試　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　載荷条件

験体については、試験体が　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴム製緩衝材

ほぼ完全に圧壊するか、圧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　試験荷重：0～1323KN

壊に至らなくとも急激に荷　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制御方法：荷重制御

重が立ち上がる領域まで載　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　載荷速度：2～10KN／sec

荷した。記録された荷重一　　　　　　　　　　　　　　　　　　鋼製緩衝材

変位関係からエネルギー吸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　試験荷重：0～1960KN

収量を算出し、それぞれの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制御方法：変位制御

試験体の緩衝効果を比較し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変形速度＝0．5皿皿／sec

た。実験には最大荷重1960

KNの載荷試験機を用いた。

実験時の概要図を図一2に示す。　　　図一2　実験の概要図

2．2　試験体の種類

　ゴム製の試験体1種類（A－Type）と鋼製の試験体4種類（B－Type～E－Type）の計5種類の試験体

を使用した。A－Typeは、落橋防止の緩衝材として一般的に使われている材質および厚さのゴムとし、

平面形状および寸法は使用する試験機の最大荷重の7割程度の荷重で、設計上の許容支圧応力度の5

倍程度になる大きさとした。B～E－Typeは、材質をS　S400相当で容易に入手可能なものとし、

断面形状および寸法は市販の形鋼にあるもの、あるいは市販の形鋼を用いて簡単に製作出来るものと

した。また、試験体が完全につぶれた場合のストロークが、ゴムの厚みに出来るだけ近くなるような

寸法にした。各試験体の寸法および形状を図一3～図一7に示す。
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2．3　変形性状と荷重一変位関係

△塑　図一8に示すように圧縮された分のゴムが上下の鋼飯

の間から膨出するように変形し、そのため実際の支圧面積は圧

縮されるに従い増加している。支圧応力度58．8N／皿皿2（載荷荷重

1323団）まで載荷したが、実験中には亀裂の発生等の異常は見

られなかった。ただし実験終了後、図一9に示すようにゴムの角

部や縁の部分が伸び、逆に中央部が薄くなるような残留変位が

確認された。なお、この残留変位は時間とともに少なくなり、

最終的には角部や縁の部分の伸びはもどらなかったが、中央部

はほぼ元の厚さに戻った。図一14に示すように荷重一変位曲線

は変位の小さい部分で傾きは穏やかで、変位がふえるにつれて

傾きも大きくなった。またシリーズ毎で大きな違いが出た。　　　　　図一8B－Type変形図

旦越　図一10に示すようにはじめは楕円状につぶれていたが、

途中で溶接部の境目付近で折れ曲がり、2カ所でくびれが発生、

最後はくびれの部分が接触したあと多少変形したが、そこで変

形が止まり完全に圧壊しなかった。図一15に示すように荷重

は降伏荷重まで立ち上がった後はほぼ一定値を保ち、くびれが

生じ始めたところでいったん下がり、その後また上がり始めた・

なお、鋼製緩衝材の荷重一変位曲線は、各タイプともシリーズ

毎のぱらつきはほとんどなかった。

鎚図一11に示すように途中でくびれが発生するような　図一9A－Type載荷後の残留変位
変化は起こらず、比較的均等につぶれた。左右の角部はほぼ完

全につぶれたが、上下の角部は溶接の影響で少し空間がのこった。図一16に示すように荷重は降伏

荷重まで立ち上がった後は圧壊するまでほぼ一定値を保ち、B－Typeのような荷重の変化は起こらな

かった。

幽　図一12に示すように上部の溶接部の境目付近から弓形に曲がるようにつぶれはじめ、最後

は両足の部分が若干反り返るような感じになった。図一17に示すように荷重はC－Typeと同様、降伏

荷重まで立ち上がった後は圧壊するまでほぽ一定値を保ったが、降伏荷重はB－Typeの2割程度しか

なかった。

趣　図一13に示すように角部付近が曲がるようにしてつぶれはじめ、角部が上下の鋼飯に接触

して荷重を支えるようになり、そこでほぼ変形がとまってしまった。図一18に示すように荷重は降

伏荷重まで立ち上がった後はほぼ一定を保ち、角部が上下の鋼飯に接触してから急激に立ち上がり、

完全な圧壊までには至らなかうた。

1

図一11C－Type変形図

、レ

図一10B－Type変形図

1

図一12D－Type変形図

、レ
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図一13E－Type変形図
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2．4　エネルギー吸収量
　測定された荷重（P）一変位（δ）関係から、それぞれの試験体のエネルギー吸収量を下式により

計算した。

　EニΣ（δ、、且一δ、）×（P、，1＋P　i）／2　　　　　　（1：載荷ステップ）

各タイプの変位毎の変位0からの累積のエネルギー吸収量を3シリーズの平均値で表一1および図一1

9に示す。
　　　　　　　　　表一1　エネルギー吸収量E　IK髄・m鵬1

変位（mm） 10 15 20 25 30 35

A－Type 160 402 863 1870 4136

B－Type 1897 3047 4147 5221 6248 7195

C－Type 1679 2754 3796 4827 5812 1169

D－Type 326 543 750 945 1133 1306

E－Type 1115 1784 2393 2925 3411

8000
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　6000

巨

…i5000

u
劇

督4000
麟

1
舗3000
ミ
尋

H
　2000

1000

←一一◇A－Type
◎一一一〇B－Type
ぐ一一一《　C－Type

レー一一やD－Type
●一一一●E－Type

　　　　0
　　　　　0　　5　10　15　20　25　30　35　40
　　　　　　　　　　　　　　　変位（㎜）

　　　　　図一19　エネルギー吸収量と変位の関係

3．考察

3．1　緩衝効果の比較
　今回の実験では、A－Typeの許容支圧応力度における荷重（≒設計荷重）とB－TypeおよびC－Typeの

降伏荷重が同程度となった。よってゴムと鋼製緩衝材の比較も単純にそのままの値を比較するものと

する。

　ゴム製緩衝材にっいては、荷重一変位関係を見ると、設計上の許容支圧応力度（載荷荷重264，6KN）

付近までは、荷重の立ち上がり方は穏やかであり、さらにその5倍程度の荷重を載荷してもゴムに多

少の残留変位が残るものの、損傷は見られなかった。このことから現在の許容応力度はほぼ妥当なレ

ベルにあると思われる。しかし、シリーズ毎のばらつきは大きい。このばらつきは、ゴムと支圧板と

一215一



Journal　of　Constructional　S艶el

　VoL7（November1999）

の摩擦力によりゴムの自由な膨出が抑えられる際の摩擦力の不均一によるものと推測される。また、

許容支圧応力度（変位で20～25皿皿の範囲に相当）までのエネルギー吸収量をみると、鋼製緩衝材に比

べ小さい。

　鋼製緩衝材については、いずれも降伏までの初期剛性はゴム製緩衝材よりも大きい。つぷれるまで

の変形量は断面形状の違いによる差が出たが、いずれも変位に対してコンスタントなエネルギー吸収

を示しており、またその値もゴム製緩衝材に比べ大きく、シリーズ毎のばらつきは少ない。

　緩衝効果を剛性という面からとらえた場合、剛性が低い方がピーク荷重を抑えるという点で有利で

あると思われるが、ゴム製緩衝材は初期剛性は低いものの、許容支圧応力度付近の剛性は鋼製緩衝材

の初期剛性に近くなっている。許容支圧応力度相当の衝撃力が作用することを考えると、本実験の静

的な載荷実験の範囲では、剛性面の違いからゴム製緩衝材と鋼製緩衝材の緩衝効果の比較は難しい。

　緩衝効果をエネルギー吸収という面でとらえると、変位25皿皿までのB－TypeおよびC－Typeのエネル

ギー吸収量はゴム製緩衝材の2．5倍以上あり、鋼製緩衝材の方がかなり大きい。

3．2　コスト面の比較

次に実際の製作コストの面を考えて、今回の試験体の制作費を比較した。A－Typeを1とした場合の各

試験体の製作コストの比率を表一2に示す。なお、製作コストの算出は以下の範囲で行った。

　ゴム製緩衝材：ゴム本体と上下鋼飯の材料費。上下部工取付部材は含まず。

　鋼製緩衝材　：鋼材本体と上下鋼飯の材料費および溶接費。上下部工取付部材は含まず。

表一2　各試験体の製作費の比率

試験体 A－Type B－Type C－Type D－Type E－Type

製作費 1．0 0．8 0．7 0．5 1．5

4．結論

　ゴム製緩衝材の現在の設計上の許容応力度は、ほぼ妥当なレベルにあると思われるがばらつきも大

きい。初期剛性は鋼製緩衝材に比ベゴム製緩衝材の方が低いが、緩衝効果をエネルギー吸収という面

でとらえると、鋼製緩衝材の方が大きく、また安定している。コスト面を考えると鋼製緩衝材、ゴム

製緩衝材とも同レベルと思われる。今後動的な実験・解析や橋梁全体からみた鋼製緩衝材の効果を把

握する事は必要であるが、鋼製緩衝部材の実橋への適用の可能性は十分有るものと思われる。
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　　　　　　　　　鋼製緩衝材の荷重変形特性に関する解析的検討

細alyticalStudy・nL・a6Displac鰍tPr・陣rties・fSt飴ISh㏄kめso『切「s
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sしcehype　shock　abs（）rbers　were　conllrmed．

κ6ywoA45r緩衝装置，衝撃応答解析，耐震設計
　　　　5んOcえαわ50rわ8r3，伽ραc’卍Ψoη5α縦‘些y廊，38’5’71’ごゴε5’gn

1．はじめに

こ誇翻1轡箏難鞍離呈㌶鉾薯繍欝鹸愚趣総繋難奮τ撃影欝無る

試みを行ったものである。
旧道路橋示方謝では、従来上部構造が橋脚または橋台力・ら逸脱・落下しないための落袴防止右蕎造を

灘樵離卿ら馨羅諭灘臨譜讐纂な禦繁落轍震
県南部地震では、都市部の高架橋などの橋梁構造牛勿に甚大な被害が生じた・これを受けて震災後に改

定された道路橋示方謝では、橋梁における舗成麟の役割を明確にして桁掛かり長・落橋1；方止構造・

変位制限構造、段差防止構造からなる落橋防止システムヘと再整理された。
一方，同震災以降，橋梁に免震設計が積極的に採1三11されているが・この場合・橋桁の変位が大きく

なるために桁と橋台間あるいは桁同士の問の相対変位を吸収するための大き生伸縮継壬が必要となる．

ニュージーランドにおいては橋梁の免震設計をする際，橋台と橋桁の間に緩衝装置を設置された例が

ある5》が，わが国ではいまだ検討段階である・
緩衝装置の材料としては，実用化の可能性や価格という観点力・蟹ム髄望であるという見解もあ

畿禦認贈黙醍叢繋羅餐影翫鵯謝舌蠣
設置スペースが限られる場所であるため、エネルギー効率の良い緩衝装置・すなわち工荷重一変位関

監お議亘纂辮擁欝讐場圭勾峯駿惚牲賃魏㌔雛蕩房葉1嚥毒繕
した研究は現状では見当たらず，実験あるいは解析的検討によりその基礎的な特性奪把握する詑で・

ゴム製緩衝材との比較において，その実用化の可能性を把握することができるお孟凡られる．

　　そこで，本研究では，型鋼より製作された緩衝装置を対象として・勃ド線形衝撃応答解析により二

どの荷重変形関係，衝撃エネルギ級収性能につv・て検討することによって・形鋼を用）’た鋼製緩衝

装署の　交性を…・べた
＊　　東京都立大学工学部土木工学科（〒192－0397　八王子市南大沢重一1）

＊＊　武蔵工業大学工学部土木工学科（〒158－8557　世田谷区玉堤1－28－1）

＊＊＊　首都高速道路公団（〒100－00B　千代田区霞ヶ関11－4－1）

＊紳＊（株）横河メンティック（〒273－0026船橋市山野町27）

＊＊＊＊＊NKK（株）（〒210－0855　川崎市川崎区南渡田町H）
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表一1SS400鋼の材料定数

材斗定数 設　値

弾性係数 2．06
　510MPa

ポアソン比 0．3

降伏応力 321 MPa
最大応力 636 MPa
破壊ひずみ 0．7

図一1鋼製緩衝装置の実橋への

　　設置イメージ

2．解析

2．1解析対象

　解析対象は，いずれも型鋼を用いて製

作された鋼製緩衝装置である．図一1に鋼

製緩衝装置の設置イメージ図を示す．材

質はすべてSS400相当のものを想定した．

材料定数を表司に示す．また，解析に用

いた形鋼の真応カー真歪関係は、1軸引張
実験結果から得られる公称応力一公称歪

関係（図一2）を体積一定の条件のもとで真

応カー真歪関係に変換して求めた。この際，

図一2に○で示した3点での応カーひずみ

点を用いて，トリリニアタイプでモデル，

化した．用いた真応カー真歪関係を図一3に

示す．衝撃による歪速度効果は降伏点に
動的倍率を掛けることで考慮した。

　図一4に解析対象とした緩衝装置の寸法
形状を示す．これらの寸法については，

試験体が完全に圧壊した場合の幅が，比

較対象としたゴム製緩衝装置とほぼ同じ
になるように設定した．

Stress　（旧Pa）

500

400

300

200

100

0

ノ

0．2　0．4　’0』6　0．8
　　N㎝inal　strain

図一2SS400鋼の公称応カー工学ひずみ関係

True　stress　（MPa）

1，0

2．2解析方法

　有限要素動的応答解析には，市販の汎

用コードであるPC！LS－DYNA、3Dを用い

た．時間積分法は中心差分法であり，時

間刻みは解の安定性の条件から自動的に
決定される．

　用いた要素は3次元破壊要素（Isotropic

elastic－plasticwithfailure）である．この要素

は、破壊基準として、相当塑性ひずみが

最大塑性ひずみを超える場合と、相当応

力が限界応力を上回る場合の二つを設定

している．これらの条件に該当した要素
は、解析上削除される．

600

500

400

300

200

100

0 0．2　　　0．4　　　0．6

True　strain

図一3　解析に用いた真応カー真ひずみ関係
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　　　　　　図一4解析対象とした鋼製緩衝装置モデル

SS400）

　図一5に有限要素モデルを示す．各緩衝

装置モデルの上下を極厚の鋼板で挟みこ
んだ構造形式とした．載荷方法としては，

変位を準静的に与える方法と，重量98kN
の物体を80cm！secの速度で衝突させる方

法を用いた．以下，前者を静的載荷，後者

を衝撃載荷と呼ぶ．

2，3解析結果

2．3．1静的圧縮載荷

　図一6に静的圧縮載荷における各タイプ
の荷重一変位関係を示す．ここで，変位は

緩衝装置上下の載荷板の相対変位である．

なお，図中には，別途実施した載荷実験に

よって得られた荷重一変位関係も解析の
妥当性を検証するために示した．また，ゴ

ム製緩衝装置の載荷実験によって得られ

た荷重一変位関係を比較のために図一7に

示す7）．なお，ゴムは硬度55のクロロプ

レンゴムで，寸法は150×150×50である。

また，図一8には鋼製緩衝装置の変形形状

の推移を示す．

　（a）B一しype

　初期には楕円状につぶれるが，変位が

20mmを過ぎた時点から，溶接部の折れ曲

がりにより，2箇所でくびれが生じて波を

打つような形状になり，最終的にはそのく

びれ部分が互いに接触した．荷重一変位関

、

1

［

1

図一5　要素分割
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　　鋼製緩衝装置の荷重一変位関係

　0　　40
DisplaG㎝ent（㎞）

E－type

0

B－type

変位：50㎜

変位：20㎜

C－type

変位：40㎜

係は，弾性域を過ぎて急激に

最大荷重値に至り，その後荷

重値はほぼ一定値を保って
いる．最終的にくびれ部が接

触した時点から，荷重値は急

激に増加している．最終変位

は50㎜（外形の70％）程度と

なった．

　（b）C－type

　B－typeの場合にアーチア
クションと溶接の影響で，波

を打っような変形をしたの

に対して，この形式ではくび

D－type

変位：60㎜

変位：20㎜

図一8　鋼製緩衝装置の変形形状

E－type

　　膨

変位二40㎜

れは生じず，均等に変形した．左右の角部はほぽ完全につぶれたが，上下の角部は溶接金属による拘

束のために多少空間が残っている．荷重一変位関係については，降伏した後，荷重値が漸増して，上

下の板が接触することにより，荷重値は急激に増加した。降伏荷重はB－typeとほぽ同程度であり，最

終変位は40㎜（外形寸法の57％）程度となった．
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静的引張載荷における荷重一変位関係

一
6
0 80

（c）D－t”e

　卜部の溶接部の境界か
ら弓なりに曲がり，両端

部はすべって外側に移動

している．その後，上部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　眠

の溶接部の空間を残して

完全につぶれた後，足部　　　　　　　　　　　凱

の両端が反り返っている．

荷重一変位関係について
は，B－typeと同様，降伏

後ほぼ一定荷重を保った
のち，圧壊に至った．最

の79％）程度となってい
る．

　（（1）E－type

角部付近が次第に曲がっ
てゆくが，上下の固定部　　　　　　　　　B－type　　　　　　　　　　　　C－type

の距離が変化しないため　　　　　　　・図一10　静的引張載荷における変形形状

に，角部が上下板に接触
して反力を取るに至り，変形はそれ以上進まなくなる．したがって，最大変位は他のどの形式よりも

小さく35m出（外形寸法の50％）程度となっている。荷重一変位関係については，降伏した後，荷重

値が漸減して，中央の角部が接触することにより，荷重値は急激に増加した．降伏荷重はB－typeの65％

程度であった．

2．3、2静的引張載荷
　静的圧縮載荷の解析結果から，B－typeおよびC－typeが緩衝装置としては優位性が有ると判断杢れた

ため，それらの静的引張載荷における応答解析を実施した．図一9にそれぞれの荷重一変位関係を示す。
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図一12　衝撃載荷における

　B－typeの荷重一時問線図

また，図一10には変形形状

を示す．

　（a）B一重ype

　上下の溶接部で固定さ

れているため，形状は円

から楕円，そして矩形へ
と移行して，最終的には

溶接部近傍の応力が大き

くなって，そこから破断

している．圧縮載荷の場

合に対して，降伏荷重は

ほぼ同じであるが，その
後荷重は上昇を続け，最

大荷重は降伏荷重の5倍
程度にまで達して，最終

的には溶接部近傍で破断
している．破断時の変位

は20mm（外形寸法の
30％）程度と小さい．

　（b）C－type

　B－typeの場合と初期形状が異なることによる違いを除けば・変形

状況は同様である．また，荷重一変位関係についても，降伏後の勾
配が，B－typeの場合には単調増加なのに対して，このタイプの場合

には途中で減少に転じる点を除けば，ほぽ同様の傾向を示した．

2．3．3衝撃載荷

　図一11にB－typeの場合の変形性状の時刻歴を示す。この形式に限

らず，いずれの緩衝装置も塑性変形の後，衝突体を跳ね返した。図

一12に荷重一時間線図を示す．荷重値は衝突から0．03sec程度までほ

ぼ一定値を保っており，静的載荷において示されたのと同様の良好

なエネルギー吸収性状を示すことが分かる．

　図刊3に，各タイプについて衝突体の加速度の時刻歴を示す．い
ずれの場合にも，衝突からおよそ0．04sec程度まで衝突体の加速度は

変動はあるものの一定水準を保っていることがわかる．

3．考察

3．l　FEM解析によるシミュレーションの精度

　静的圧縮載荷に対する荷重一変位関係および変形形状の推移につ

いて，実験結果と解析結果を比較した．B－typeの場合については，

くびれ変形が生じるときに荷重が一日．低下する現象は解析では再現

されていない．この原因については現状では不明であるが，メッシ

ュ分割の影響，幾何的非線形性の評価の妥当性，材料特性の影響な

どがないとはいえない．しかしながら，その他については，少なく

とも荷重一変位のレベルにおいて解析結果は良好に実験結果をシミ

ュレートしており，解析の妥当性は示すことができたと考えている．

3．2エネルギー吸収性能
　静的圧縮載荷に対して得られた荷重一変位関係から各変位段階における累積エネルギー吸収量を算

出した．ここで，累積エネルギー吸収量は荷重一変位曲線の下の面積によって評価した．図一14に得ら

れた累積エネルギー吸収量と変位の関係をそれぞれ示す．いずれの場合にも，降伏後の荷重の変化が

小さいことから，累積エネルギー吸収量は変位の増加に対して直線的に増加しており，良好なエネ
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　　Pε
〃ニー　　（1）

　　3

　　　‘1，2

ル1ニーσ　　　（2）
　’ア4mi監x

　　　3ルf
P　ニニ」二　（3）
n1“x

　　　　ε

　ここで，Pは全荷重，eは溶接ビード端部から鋼管中央断面の
中心軸までの距離，dは部材長，tは板厚である．σmaxにっい　　表一2　簡略計算により

ては鋼棒の引張試験で得られた真応力の最大値を川いた．同様に　　　　推定された最大荷重

C一しypc及び［シしypcの最大lll河tを言1糞し表一2に示した・図一60）荷乖　　　T　e最大．重（kN）

一変位関係との比較により・精度良く股大荷重が評価できている　　　　B
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　258
ことが分かる。また，簡略な方法ながら最大荷重のおよその値を　　　　C
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　255
評価できるため，降伏後の荷重値がほぼ一定値となるこれらの緩　　　　E　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　142
衝装置のエネルギー吸収量が推定できる．

4．結論

　現在，落橋防止構造用の緩衝材はゴムで製作されているのに対して，本研究では，これまでに例の

ない鋼製緩衝材の有効性を検討している．圧縮・引張・衝撃解析を行いエネルギー吸収特性や衝撃応

答特性について調べたことろ、非常に効率の良いエネルギー吸収特性があることが分かった。ゴムの

場合，初期剛性が小さく次第にそして急激に見かけの剛性が上昇する．また，非線型弾性特性を持つ

ゴムはかなりの変形を受けた後も初期の形状にほぼ戻ることが期待できる．これに対して，鋼製緩衝

装置では，初期剛性が高いために降伏後の一定荷重領域で吸収エネルギーがいずれの変位領域におい

てもコンスタントに増加する．

　寸法によってはゴムの吸収エネルギーを大きくすることが可能であるが，むしろゴムの場合にはそ

の非線型弾性特性から永久変形が残ることが望ましくない部分に使用し，鋼製緩衝材の場合には，取

り替えることを前提として，規模の大きい地震時の緩衝効果を持たせることは効果的であると思われ
る．

　本研究で用いた鋼製緩衝材は市販の型鋼を用いて製作されており，製作費を低く抑えることができ，

また入手も容易である．また，ゴム製緩衝材と比較しても，設置スペースを小さくすることができる
ことは，施工上有利である．鋼製緩衝材を実橋に適用するメリットは大きく，その可能性は大きいと

思われる．また，数値解析により衝撃挙動をも推定できることを示したことは，衝撃実験が必ずしも
容易に実施できないことから，今後実用のために更に詳細を検討して行く上で極めて意義が大きいと
考える．なお，繰り返し荷重においてどのような履歴吸収性能を示すかは重要な検討項目であり，今

後の課題としたい．
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ゴム又は鋼管製緩衝装置を有する免震橋の地震時挙動に関する研究

Se蛤血c　behavior　ofbase一㎞lat£d　bridゆs　wi血rubber　or　s漉l　sh（》d【abso■bers

　　　　　皆川　勝＊　藤谷　健焙　　O高嵜　太一舷　　長鳩　文雄悔無

MasaruMINAGAWA，TakeshiTOYA，TaichiTAKASAKI　andFumioNAGASHIMA

ABS肥RACT　　In　case　seismic　isolation　support　systems　are　intro｛1uced血g廿der

bndges，dbsplacement　response　may　excee（l　the　hmit　displacement　and　result　in

comsions　between　a伽cent　g並（lers　or　a　ghlder　and　the　abutment　supporting　the　g廿（ler

（lu血g　a　large　earthquake．This　paper（iescribes　a　numerical　result　to　hlvestigate　the

ef6ectiveness　of　steel　p㎏｝e　sh㏄k　absorbers　to　mitigate　collisions。A　se血es　of　non㎞ear

dynamic　fピame　analysis　was　conducted飴r　a　base・isolated　bridge　with　rubber　or　steel

sh㏄k　absorbers．This　study　co血ms　that　steel　sh㏄k　absorbers　are　superior　to　rubber

type　absorbers　from　theview　pointofenergy　absorbingcapacity

Keywα曲：緩衝装置，衝突荷重，動的応答解析

　　　　　Sh㏄k　absorbers，Colhsion　load，Dynamicresponse　analysis

1．はじめに

兵庫県南部地震の甚大な被害を契機として橋梁における耐震設計は，地震力に耐えようとする剛の構造

から，免震支承やゴム支承などを用いることで，地震力の伝達を絶縁，吸収，または緩和するといった柔

の構造へと大きく変わった．しかし，大規模な地震の場合，免震支承を用いた橋梁では桁の応答変位が大

きくなるため，桁と橋台，隣接桁どうしの衝突を避けるために許容伸縮量の大きいジョイントが必腰とな

る．反対に衝突を許容した場合，新しい経済的，合理的な落橋防止システムを考慮する必要がある。その

ような落橋防止システムは，すでに早くからニュージーランドで実用化されているが，我が国では実施は

ない．中小の地震による変形は伸縮装置が吸収するが，耐用年数の間に一度生じるか生じないかというよ

うな大規模な地震の際には，緩衝装置が塑性変形，破壊することで衝突力を吸収し，桁の応答変位を小さ

くすることで構造物自身に損傷が及ばないようにすることは合理的である。また部分的な修復のみで復旧

できることから近未来の落橋防止システムとして期待が高い．

緩衝装置の材料として実用化の可能性や価格の面からゴムが有望である0という見解もあるが，市販の

型鋼を用いて緩衝装置を製作できればコストを低く抑えることができる．また，設置スペースを小さくす

ることができれば施エ上有利である．緩衝装置の形態としてはエネルギー吸収量が大きい，すなわち，荷

重一変位関係において荷重がほぼ一定で塑性変形が増してエネルギー吸収量が増大する形態が望ましい．

急激なひずみ硬化型の圧縮特性をもつゴム製緩衝装置1）に対して，鋼管製緩衝装置の圧縮特性はゆるやか

なひずみ軟化型であることから大きなエネルギー吸収が期待できる跨．この様な面からも型鋼を使用した

禽武蔵工業大学工学部土木工学科　　（〒158－8557東京都世田谷区玉堤1・28－1）

無武蔵工業大学大学院工学研究科土木工学専攻　　（同上）

★鼎東京都立大学工学部土木工学科　（〒192－0397東京都八王子市南大沢1－1）
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緩衝装置について実用化の可能性を調ぺることは有意義である．また緩衝装置の応答特性を静的解析及び

実験により検討したケースは多くあるが，動的解析による検討は少ない．

　そこで本研究では落橋防止装置としてゴム製および鋼管製緩衝装置に注目し，免震橋の地震時の非線形

応答解析を行う．緩衝装置は橋台部や桁間に設置し，衝突力の低減効果，エネルギー吸収効果を比較検討

し，その実用性ならぴに有効性を検証する．

2．紹衝装置について

ゴム製緩衝装置は150×50×180（クロロプレンゴム）

の正方形断面とし，鋼製緩衝装置は，鋼管＝φ70×6×

180（STKM13A）としている。図・1に材質及ぴ形状を

示す．

本研究で想定するものと同一材料，同一寸法の緩衝装

置に対して静的載荷実験功が行われた．それぞれの荷重

一変位関係を図・2，3に示す．

図・2よりゴム製緩衝装置は急激なひずみ硬化型の圧縮

特性を持ち，変位が0～2（㎞mの間でのエネルギー吸収

量は小さく，荷重が急激に立ち上がる変位20mm以上

でエネルギー吸収量が大きくなっている．この部分では

大きな力が作用しており，必ずしも緩衝効果が大きいと

はいえない．しかし完全につぶれて緩衝装置として機能

しなくなることはない．これに対して図・3より鋼管製緩

衝装置はゆるやかなひずみ軟化型の圧縮特性を持ち，初

期剛性が高いため降伏後の一定荷重領域で変形に比例し

てエネルギー吸収量が増加する．つまりコンスタントに

エネルギー吸収量が増加する特性を持つことを示してい

る．しかし変位50mmでは完全に圧壊した状態となり

荷重が急激に立ち上がりエネルギー吸収，緩衝効果は期

待できず，緩衝装置として機能しなくなる．

3．解析概要

解析には，3次元動的応答解析システムであるTDA

P皿を用い，本研究では橋軸方向の緩衝効果に焦点を絞

るため，対象橋梁を2次元モデルとして取り扱い，非線

形2次元骨組時刻登応答解析を行った．

　対象構造物は図・4，5に示すように橋脚高さが20m，

支問長50mの2径問の免震橋とし，上部構造は総重量

1300tの鋼箱桁，下部構造は断面変化が2箇所ある鋼製

橋脚（断面積1：2820cm2，断面積2：2270cm2，断面2

次モーメント1＝3．36×107cm4，断面2次モーメント2：

2．52×107cmうとした3）．

… 、・　　　多　亀

ゴム

150

クロロ
プレン
ゴム

鋼管
，
）
レ

STKM13A

姻
3騎

㎜

含250
セ　

躍15。

100

　50

　0

図・1ゴム製及ぴ鋼管製緩衝装置の

　　　　寸法・形状21

0　5　10　15　20　25　30　35　40　45　50
　　　　　変位（蘭）

図・2ゴム製緩衝装置の荷重一変位関係2》

伽
350

300

2250
　　

蓬15。

100

　50

　0
　0　5　10　15　20　25　30　35　40　45　50
　　　　　　夏位（m）

『

図・3鋼管製緩衝装置の荷重一変位関係助

　解析モデルを図一6に示す。上部構造は弾性はり要素とし，橋脚は非線形はり要素（バイリニアモデル），

免震支承はバネ要素（バイリニアモデル）でそれぞれモデル化した．図・7に鋼製橋脚のM・φ関係31を示す．

また表・1に免震支承を表すバネの特性値を示す．
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図・7橋脚のM一φ関係助

0．0015

　緩衝装置は，桁間と橋台部（図・8）の3ヶ所に取り付け

た・また，想定した緩衝装置の個数分の荷重・変位関係

は，文献2）の緩衝装置1個における静的載荷実験のデー

タを元にゴム製緩衝装置と鋼管製緩衝装置をバネ（非対

称トリリニアモデル）でモデル化した．但し，圧縮側（マ

イナス働のみを指定し引張側（プラス側）には機能しない

ようにした．緩衝装置が圧壊して荷重が立ち上がる箇所

の剛性は，個数に関係なく桁の軸方向剛性とした．図・9

に簡略化した鋼管製緩衝装置の復元力モデルを示す．

　緩衝装置と桁の間には，隙間と衝突を表現するための

仮想的なバネ1）を挿入した．仮想バネとは圧縮側に隙間

分変形した時（隙間がなくなった時），バネの剛性が働く

ようにしたものである．仮想バネの岡1牲は，文献1）にお

いて仮想バネの岡ll性と1つの梁要素の軸方向岡り性との比

をおおむね1程度とすれば，緩衝装置や衝突後の桁の応

答速度及び桁に生じる応力分布を比較的正しく評価でき

るとされているため，仮想バネの岡1牲と1つの梁要素の

軸方向剛性との比を1．0とした．また引張側は働かない

510

　400

菖300
■
熔

郎200
逝

　川

間Uc

u
桁

橋台

図・8橋台部の緩衝装置

　o

　l　　　　l　　　　2　　　　3　　　　4　　　　5　　　　6

　　　　　　　圧縮変形量ic・1

図の非対称トリリニアモデル（鋼管の場合）

鯖一降伏点ひずみ1ε・日．4
篤一峰伏点荷置：25吐一

繁二降伏点ひずみ冨網．，
纂二降伏点荷重：IIOU
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ように剛性を0とした．

本研究では橋台を想定して図・6のP1，P3の両橋脚を剛体とみなした．また図一8の遊間Ucと隙問Ugに

ついては，設計の際遊問Ucが先に決定されると考えられるため，まずUc＝10，15，20，25cmと決め，

Ucから緩衝材の厚さ（ゴム製緩衝装置の厚さ：5cm，鋼管製緩衝装置の厚さ：7cm）を引いた分を緩衝材と

桁の間の隙間Ugとした。

　入力地震波としては，道路橋示方書◎に規定されている1種地盤のタイプIIの標準加速度スペクトルに

近い特性を有するように振幅調整した加速度波形（表一2）を主要部分（10秒間）のみ3波用いた。道路橋示方

書のでは，動的解析に使用する加速度波形は3波形程度用いるのが良いとされている．これは当該地点に

予想される地震動は地震の特性，規模等によって異なるため，3波形程度の入力地震動に対する動的解析

結果の平均値を用いて耐震性を、照査するのが望ましいからである．しかし本研究では緩衝装置の動特性を

知るためにそれぞれの波形の結果について比較検討した．

表・1免震支承を表すバネの特性値

材料特性 免震支承
一次剛性（附／m） 13．7

等価減衰定数 0．02
降伏点ひずみ（ε） 0．02
剛性の低下率（a） 0，154

表・2入力地震加速度波形

入力地震加速度波
No．1

No．2

No．3

最大加速度（a1）
812

760

761

4．劔臓置がある場合とない場合の応箸特性

　図・10に緩衝装置がない場合の仮想バネに作用する衝突力，鋼管製あるいはゴム製緩衝装置60個を設置

した場合の緩衝装置に作用する衝突力をそれぞれ左橋台部，入力地震波No．1，遊間Ucを15cmとした時

の時刻歴で示した．これらの図より緩衝装置を設置することにより大幅に衝突力が低減していることがわ

かる．また鋼管は隙間Ugがゴムより小さく初期岡ll性が大きいため衝突回数が多くなったと考えられる・

　図・11はその時の左側の桁中央の水平応答変位の時刻歴である．（a），（b），（c）を比較すると鋼管製および

ゴム製緩衝装置が衝突時にエネルギー吸収することによって，その直後やや長周期化していることがわか

る．また衝突が起こるとゆれも戻しの応答変位が減少している．

　緩衝装置は免震支承の変位を抑える方向に作用するため，衝突力が支承に伝達されても反力が大きくな

ることはない．解析結果によれば，緩衝装置を挿入することにより免震支承反力も減少しており，衝突力

の伝達による支承の破損という現象は見られなかった．

5。綾衝装置の個敗の違いによる応箸特性の比較

　図・12に緩衝装置の個数を60個又は90個とした時の両橋台，桁間の鋼管またはゴム製緩衝装置に作用

する衝突力を時亥IJ歴で示した．入力地震波や遊問は図・10及ぴ11の場合と同じである．

　ゴム製およぴ鋼管製緩衝装置を増やした場合，緩衝装置の剛生が上がるため衝突力も大きくなる．その

ため衝突回数も多くなった．鋼管は衝突回数が多く衝突力も大きい．そのため鋼管60個では右橋台部の

緩衝装置が圧壊してしまったが，ゴムは破壊ひずみまで変形しなかった．

　図・13に緩衝装置90個の場合の最初と最後の衝突時における衝突力の拡大図を示した．鋼管は最初と

最後の衝突継続時間がほとんど変わらず一定だった．また，ここでは示していないが鋼管は個数を少なく

すると，ひずみ軟化型なので衝突継続時間はゴムより長くなることがわかった．しかしあまり個数を少な

くしてしまうと圧壊する危険性が高くなってしまう．ゴムは最初の衝突継続時間が長くひずみ硬化型のた

め徐々に衝突継続時間は短くなっている．以上のことから鋼管はひずみ軟化型の性質と衝突回数も多くな

ることから，合計の衝突継続時間はゴムより長くなると言える．
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6．ゴム製緩衝装置と鋼着咽漿衝装置の比較

　図・14にゴム及ぴ鋼管製緩衝装置を90個設置した場合の緩衝装置に作用する衝突力と遊間との関係を示

した．但し，図の縦軸の衝突力については1径間の桁の重量6。5MNで除して無次元化した．また入力地

震波はNα3を使用した。（a）より鋼管は遊間Uc＝10～20cmで緩衝装置に作用する衝突力が一定であった．

これは鋼管の変形量が塑性領域内であることを示しており，それぞれの遊間に対して適度な強度を保って

いたと言える．しかし（b）よりゴムはそれぞれの遊間に応じて緩衝装置に作用する衝突力は異なり，鋼管よ

り大きな衝突力力￥乍用している．そのため遊間Ucニ10emでは圧壊してしまった．

　図・15には同じ解析例における緩衝装置のエネルギー吸収量と遊間の関係を示した．但し，図の縦軸の

エネルギー吸収量の値については静的載荷実験2）で得られた終局状態でのエネルギー吸収量（ゴム90個：

373kN・m，鋼管90個：936kN・m）で除して無次元化した．

　ゴムと鋼管を比べると実験値では鋼管の方がエネルギー吸収量は倍以上大きい．しかし解析上では緩衝

装置の損傷や衝突が与える影響から大きく変わってくることがわかった．そのためゴムでは損傷を起こし

ている箇所では実験値を超えている場合が多い．反対に鋼管は実験値以下に収まっておりエネルギー吸収

量は大きい．このことから遊間が狭い場所では衝突が頻繁に起こるので，エネルギー吸収性のあまり良く

ないゴムよりエネルギー吸収性の良い鋼管のほうが適していると考えられる．また遊間が広い場所では緩

衝装置のエネルギー吸収量が小さいので，緩衝装置の個数を減らして大きく変形させることで衝突エネル

ギーを多く吸収させるなどの工夫が必要である．したがって緩衝装置の個数は遊間Ucに合わせて適度に

設置することが重要であると考えられる．

　次に遊間Ucを15cm，入力地震動をNα1と想定して鋼管製及ぴゴム製緩衝装置を30，60，90，120，

150個と設置した場合について解析を実施した．図・16に鋼管製又はゴム製緩衝装置の個数と衝突力の関

係を示す。図・17『に鋼管製又はゴム製緩衝装置の個数とエネルギー吸収量の関係を示す．また静的載荷実

験2）で得られたエネルギー吸収量（終局状態でのエネルギー吸収量）も併せて示した．
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　図・16より鋼管の場合，30個では圧壊してしまうため衝突力は大きくなるが，60個から圧壊しなくな

るため衝突力は小さくなり，個数に比例して大きくなっていることがわかる．これは鋼管の変形量が塑性

領域内である場合，第一降伏点荷重より衝突力は大きくならないためである．しかし逆に個数が多すぎる

と弾性域に入ってしまうため，衝突力は下がってくると考えられる．ゴムは30個でも圧壊しなかったた

め個数に対応して衝突力は大きくなっているが鋼管のように一定ではなく不規則に大きくなっている．

　図一17より鋼管では両橋台部，桁間で大きく変わってくる．これは衝突回数や衝突力の影響で緩衝装置

の変形量に差が出てくるためだと考えられる．また個数を多くすればエネルギー吸収量も多くなるという

ことにはならず，効率良くエネルギーを吸収しているのは鋼管90個設置した場合である．

　これらの結果より，遊間Uc＝15cmにおいてエネルギー吸収量を大きくして衝突力を小さくするのに最

も適した数はゴムでは100個程度，鋼管は90～100個程度が適当だと考えられる．これは，およそα40m／sec

程度の速度に対応する運動エネルギーを消費し得る装置に相当している．
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7．結論

　地震時の桁間衝突は複数回発生する可能性があり，早い回に緩衝装置の過度の損傷を生じることは好ま

しくない．一方，適度な損傷にとどめた上で，十分な塑性ひずみを生じさせなければならない．

　入力地震動によっては，本研究における解析結果で示したように，適度の性能を緩衝装置にもたせるこ

とは可能であったが，他の波形では完全圧壊してしまうケースもあった．したがって，比較的柔な構造と

しておいて，最終的な圧壊に至る変形は生じない工夫が必要である．ひとつの可能性としては，鋼管内に

ゴムなどの柔らかい材料を挿入して鋼管の圧壊近傍では，過度の反力を生じないで，鋼管の過度な変形を

抑制する方法も考えられる．これにより，結果的に衝突継続時間も長くすることができ，かつ，緩衝装置

が圧壊して支承反力などの衝突による作用力が大きくなることも避けられる可能性がある．

　鋼管は，荷重が一定で変形に比例してエネルギー吸収量が増えるため塑性領域内で変形を抑えればゴム

より高いエネルギー吸収効果及び衝突力の低減効果を望める．しかし，塑性領域内に変形を抑えるために

は適切な岡1牲・強度をもたせる必要があり，本研究では，これを特定する一般的方法を見出すには至って

いない．今後は，上記の方法も念頭に入れながら，広い範囲の入力地震動に対して十分な緩衝効果を得ら

れる方法を検討してゆきたい．

　本研究は，文部省科学研究費補助金・基盤研究（c）（代表者：皆川勝，課題番号12650485）の助成を受け

て行ったものである．また，本研究の一部は鋼橋技術研究会・耐震設計部会（部会長：長嶋文雄）の活動と

して行われたものである．
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1一A303 極低降伏点鋼の歪み速度効果に関する一考察

㈱日本構造橋梁研究所

東京都立大学大学院工学研究科

東京都立大学大学院工学研究科

正　　飛鳥馬隆志

学　　阿部　義

正　　長嶋　文雄

1

2

3

　はじめに

　構造物の耐震安全性を高める目的で、鋼製の高減衰装置を用いる場合がある。形式としてはパネル型，トラス型，

テーパービーム型，マリオン型，リンク型など種々考案されているが1）、これらのエネルギー吸収性能を明らかにす

るためには、実験的研究の他に解析的な検討が必要である。例えば、コンピュータによる3次元動的載荷シミュ

レーション解析などを行う必要があるが、材料特性のモデル化について詳しく検討されたものが殆どない。特に

鋼製高減衰装置によく用いられている極低降伏点鋼材の歪み速度効果についてはデータが不足している。

　本報告は、静的載荷試験および高速載荷試験を通して上記の点について明らかにし、特に塑性域から破断に至

るまでのシミュレーション解析精度を向上させるため、有限要素メッシュに応じた材料特性のモデル化に関する

検討を行ったものである。

　静的および高速載荷試験

　極低降伏点鋼（BT－LYPlOO）の歪み速度効果を明らかにするため、静的載荷試験と高速載荷試験を行った。

静的載荷試験は5本の鋼棒（φ10．4，L＝400㎜）にっいて行った。高速載荷試験は図1，2に示す試験機を使用した。
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試験機性能

　最大荷重　　±750kN
　有効ストローク　300㎜

　最大速度　　　50cm／s

　　　i．▼オ　，，。試腰片

　　　イロマ

　迩一ドセル

載荷速度は、図3に示すように助走区間を設けて載荷時に等速となる
ように設定されている。歪み速度は15，7．5，5，2．5，1，0．5，025，0．05se♂の

8ケースとした。なお、ここでの歪み速度とは載荷速度を試験片の標

点間距離20mmで除したものである。試験は、各歪み速度ごと・に2回行

った（試験片総本数16本）。図4に試験片形状と寸法を示す。

　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　レ302
　　　　　　　　　　　　　　　蒙　「一
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図1高速載荷試験機　　図2試験片設置図　　　　　図3載荷方法

試験結果

1）静的載荷試験結果

　　図5に静的載荷試験の公称応カー公称歪み曲線を示す。5回の

引張試験の平均として降伏応力は95．m／㎜2、引張3鍍は233．4

N／㎜2となった。破断歪みは標。醐距離を20mmとした場合、

　L15であった。なお、弾性係数は平均でE＝8．6×104N／mm2とな

　り、一般構造用鋼材のE＝2．1×105N／㎜2に対し1／24程度であった。

2）高速載荷試験結果
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醐走晋醒量醒

　図6に代表的な4種類の歪み速度（0．05，0．5，5，15se♂）に

おける公称応カー公称歪み曲線を示す。なお、高速載荷試

験は歪み速度ごとに2回の試験を行っているが、2回の試験

結果はほぽ同じであったため、図6には片方のみの結果を

示した。破断歪みは最低速の0．05se♂のときやや大きく、

他は歪み速度による大きな変化は見られなかった。

弾性係数は静的載荷試験のものとほぼ等しく、歪み速度に

よる変化は殆ど見られなかった。

　図7は、歪み速度の変化による降伏応力、引張強度の変化
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4

5

を示したもので、両者とも歪み速度に対し片対数グラフ上でほぼ線

形関係にあるとみなすことができる。図8に、歪み速度lsec’1ときの

標点間距離をパラメータとした真応力＊一塑性真歪み曲線を示す。

真応力＊は各標点間距離に対して体積不変の条件で求めたものであ

るため、真の真応力とはなっておらず、破断直前には低下すること

になる。ここでの標点問距は有限要素メッシュとして読み替えるこ

とができ、解析モデルのメッシュに応じた真応力＊一塑性真歪み関係

を用いることで、精度の高いシミュレーション解析が可能となる。

　標点間距離に応じた歪み速度依存型材料特性のモァル化

　歪み速度依存型の真応力＊一塑性真歪み関係を各標点問距離

毎にまとめ、回帰分析を行うことによって式（1）およぴ図9に

示すようなトリリニア型の関係曲線モデルを得た。当曲線は歪

み速度Eと標点間距離Loの関数となっている。有限要素解析に

は、図10に示すように、最大および最低歪み速度をカバーする

複数本の関係曲線を入カデータとして与え、各時刻における各

要素の歪み速度に応じた真応力＊一塑性真歪み関係が補間によっ

て計算され用いられている。
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図Hシミュレーション解析結果（荷重一変位関係）

使用プログラム：LS・DYNA

作成モデル：1！4モデル（184要素）

質量密度　：8．01×10’10（kgfsec2／mm4）

弾性係数　：4．845×101（kg∬mm2）

ポアソン比：0．3

刻み時間　：約8．0×10’8秒

解析時間　：歪み速度1（se♂）のとき約20時間
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実験による破断後の試験片の変形形状比較
　まとめ

　極低降伏点鋼の高速引張破断試験から数値シミュレーション解析を行うため、歪み速度依存型材料特性のモデ

ル化を試みた。その結果、図11，12に示すように破断に至るまでの挙動を良好に再現できることが分かり、モデル

化の妥当性が確認できた。今後は、実験と平行して当モデルを用いたシミュレーション解析を行い、種々の鋼製

減衰装置の開発をしたいと考えている。　　　［参考文献］　1）和田章他共著；建築物の損傷制御設計（丸善）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一234一



藁（第26回地震工学研究発表会講演論文集（2001年8月））
暴

鍵1　　　　極低降伏点鋼の歪み速度依存型

駿　　　　　応カー歪み関係のモデル化

籔　　　　　　　　　　　吉田　康治1・阿部　義2・長嶋　文雄3

盤l　　　l正会員　工修　佐藤鉄工㈱橋梁設計三課（〒103・OO11東京都中央区日本橋大伝馬町2－7日本橋第一ビル5F）

蓬　　2学生会員鯨都立大学・修士工靭究科土木工学轍（〒・9牙・397東京都ノk王子市献沢…）

難1　　　3正会員　工博　東京都立大学助教授工学研究科土木工学専攻（〒192－0397東京都八王子市南大沢L1）

譲　　　　　構造物の耐震安全性を高める目的で極低降伏点鋼などを用いた鋼製の高減衰装置を取り付ける場合がある。こ

露　のエネノレギ級嘘能を明ら旅するためにぽ実験的礪の他にも漸的な検諭弍不可欠である。例えばコ

誕1 　　　ンピュータによる3次元動的破壊挙動解析などを行う必要があるが、歪み速度効果を加味した材料特性のモデル

差難　　　化について詳しく検討されたものが殆ど見当たらない。

褻　　　　　本報告は、極低降伏点鋼の静的および高速載荷試験を行い、特に塑性域から破断に至るまでの動的シミュレー

撰　　　　ション解析精度を向上させるために、有限要素メッシュに応じた応カー歪み関係のモデル化に関する検討を行っ

蕪　　　たものである。また、3次元動的破壊挙動解析を行い、これを実験結果と比較検討することによって、ここで得

羅 た歪み磁効果を加味した材糊モデノレの適誰を検証眺

擬．

繋　　吻陥嘘’加調謡ゆ・舵5綴5姻ね凋ねθ飽願2・伽am加細泊㎝ワ由即α

譲茎

駿1．はじめに
　叢現行の橋梁耐震設計は・構造物の供用期間中に発

　讐生する確率が低い激震に対しては、主構の損傷をあ

　襲る程度許し、その部分のエネルギー吸収によって致

　　妻命的な被害を防止する考え方、すなわち「損傷許容

　　霧設計法」に基づいたものである。合理的な設計手法

　妻ではあるが、構造物が倒壊しなくとも主構に塑性ヒ

　嚢ンジが生じて塑性変形が残れば、平成7年の阪神一

　諜淡路大震災で見られたように復旧工事のために膨大

　藝 な費用がかかり、さらに長期間にわたって交通系が
　難麻痺するために多大の経済的損失を覚悟しなければ

鷺ならなし㌔

　　　一方、性能規定型設計法の導入の流れがあるが、こ

　　れは従来のやや画一的な耐震設計から脱却して、構造

　　物の重要度（目的）や経済性などにより現行規定より

藻甕。も細かい耐震安全性のランクを合理的に選択できるも

　　　のである。この設計法を導入するために、より高度の

鍵　耐震安全性を有する構造物の設計手法を確立する必要

薦謹　性が生じて来ている。

藝葬　　耐震性能のランクを上げるための手法の一つに「損傷

制御設計法」bがある。本手法は、高強度特性を有する

鋼構造物の耐震設計に適した設計手法であり、極低降伏

点鋼などを用いた鋼製のエネルギー吸収装置によって

主構造物をほぽ弾性範囲内に留めようとするものであ

る。これにより、激震を受けても主構造は健全であるこ

とによって、迅速な復旧作業が可能になる。

　鋼製の高減衰装置のエネルギー吸収性能を明らか

にするためには、実験的研究の他に解析的な検討も

必要である。例えば、コンピュータによる動的載荷

シミュレーション解析などを行う必要があるが、材

料特性のモデル化にっいて詳しく検討されたものが

殆どない。特に鋼製高減衰装置によく用いられてい

る極低降伏点鋼材の歪み速度効果についてはデータ

が不足している。

　本報告は、静的および高速載荷試験を通して上記

の点について明らかにし、特に塑性域から破断に至

るまでのシミュレーション解析精度を向上さ量るた

め、有限要素メッシュに応じた材料特性のモデル化

に関する検討を行ったものである。また、3次元動的

破壊挙動解析を行い、この結果を実験結果と比較検討す
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ることによって、ここで得た歪み速度効果を加味した材

料特性モデルの適合性を検証したものである。

2．極低降伏点鋼の静的および高速引張試験

（1）試験装置および試験方法

静的引張試験、高速引張試験共に同種の極低降伏

点鋼（BT・LYP100）を用いた。供試体はいずれも極

低降伏点鋼板から削り出し、静的引張試験には鋼棒

（平均径：φa。eニ10．4mm，標点問距離：Lo＝60m皿）

6本を、また高速引張試験には図一1に示すような形

状・寸法（φaveニ5．88mm，Lo＝20mm）のもの21

本をそれぞれ用意した。ただし、予備試験等に幾本

かを費やしたため、試験データとして用いたのは、

静的および高速試験でそれぞれ5本、16本である。

供試体の標点間には図一1の写真にあるように2mm

ピッチでマークをし、破断試験後に塑性歪み量を計

測することにした。

　静的引張試験では一般的な万能試験機を用いたが、

載荷速度は歪み速度換算で8．5×10’4s－1程度とした。

　　　　；　　　　　L2302
　　　　蒙「丁「
＝三一一＝二τ二：彗

　　雪7　25　3　船　8　飾　7
　　－　　　　　　　　　　　 100

　高速引張試験は、図・2に示すような高速載荷試験

機を使用した。載荷速度は、図・3（a），（b）に示すよう

な助走装置による助走区間が設定されるようになっ

ており、これによって載荷時にほぼ等速となるよう

に設定されている。

　歪み速度は、15．0，7．5，5．0，2．5，1．0，0．5，0．25，

0．05sec’1の8ケースとなるように載荷速度を設定

した。なお、ここでの歪み速度とは載荷速度を試験

片の標点間距離の長さ20mmで除した平均歪み速度

である。また、試験は各歪み速度毎に2回行っている。

（2）静的載荷試験結果

　図・4に静的載荷試験の公称応カー公称歪み曲線を

示す。5回の引張試験の平均として降伏応力は

95．7N／mm2、引張強度は233．4Nlmm2であった。破

断歪みは標点間距離を20mmとした場合、1．15であ

った。なお、弾性係数は平均でEニ8．6×104N／mm2

となり、一般構造用鋼材の歩2．1×105Nノ㎜2に対し

112．4程度と低かった。
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図一4静的引張試験公称応カー公称歪み曲線

図一1高速載荷試験用試験片形状
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有効ストローク　300国
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図一2高速載荷試験機

図一3（a）試験片設置図
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図一3（b）載荷方法

（3）高速載荷試験結果

　図・5に代表的な4種類の歪み速度（0．05，0．5，5．0，

15．08’1）における公称応カー公称歪み曲線を示す。

なお、高速載荷試験においては歪み速度ごとに2回の

試験を行っているが、2回の試験結果はほぼ同じであ

ったため、図一5には片方のみを示した。破断歪みに

は、歪み速度依存性は殆ど認められないが、高速に

なるにつれて幾分減少する傾向がある。弾性係数は

静的載荷試験のものとほぼ等しく、歪み速度による

変化は殆ど見られなかった。

姻
ぐ350雇300
≧250
這200
飛150
婁1・・

鯉

一〇〇5（ん）

一〇．5（！8》

一5（／3》

　　　15（／9》

0　　　　　0．1　　　　　0．2　　　　　0．3　　　　　0．4　　　　　0。5　　　　　0．6　　　　　0，7

　　　　　　公轟盃みε

図一5高速引張試験公称応カー公称歪み曲線

236一



　』

図一6は、歪み速度の変化による降伏応力、引張強

度の変化を示したもので、両者とも歪み速度に対し

片対数グラフ上でほぽ線形関係にあるとみなすこと

ができる。　図一7に、歪み速度1．O　s－1のときの標点

間距離をパラメータとした真応力脅一塑性真歪み曲

線を示す。真応力’は各標点間距離に対して体積一定

の条件で求めたものであるため、真の真応力とはな

っておらず、破断直前には低下することになる。こ

こでの標点間距は有限要素メッシュとして読み替え

ることができ、解析モデルのメッシュに応じた真応

カー塑性真歪み関係を用いれば、精度の高いシミュ

レーション解析が可能となる。

低歪み速度をカバーする複数本の関係曲線を入力

データとして与え、各時刻における各要素の歪み速

度に応じた真応カー塑性真歪み関係は補間によって

計算されて用いられる。

｛εo＝0．0σo＝20．76h（ゑ）＋248．8

｛
ε1＝一〇，OUn（♂）一〇．141n（五。）＋α495

σ且＝l　n蹴（ε）一501n（五。）＋464
．（1）

無繋撚lll〔1・愚評〕

3．歪み速度依存型材料特性のモデル化

歪み速度依存型の真応カー塑性真歪み関係を各標

点間距離毎にまとめて回帰分析することによって式　　　伽

（1〉および図一8に示すようなトリリニア型の関係曲

線モデルを得た。当曲線は歪み速度6と標点間距離

（有限要素メッシュに対応）Loの関数となっている。

3と五〇の有効範囲は式中に示したとおりである。有

限要素解析には、図一9に示すように、最大および最　　　掬
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図一8真応力脅一塑性真歪みのモデル化

4．歪み速度効果を加味した3次元有限要素解析

（1）高速引張破断挙動僻析

　ここで提案した歪み速度依存型の応カー歪み関係

式（1）と表一1に示す解析条件を用いて高速引張破断

挙動のシミュレーション解析を行った。解析時間は、

歪み速度1s－1で約20時間であった。図一10，11に、そ

れぞれ荷重一変位関係、変形形状に関する解析結果と

実験結果との比較図を示す。破断近傍での応力低下

傾向に若干の差が見られる（これは、ら一ら間の応

力変化に敢えて負勾配を与えなかったためである）

が、弾性域から破断に至るまで解析結果と実験結果

は良く合っている。

表一1

解析条件

一237一

使用プログラム：LS・DYNA　ゴ

作成モデル：1／4モデル（184要素）

質量密度　：8．01×10’lo（㎏鯉！皿m4）

弾性係数　＝4．845×10脚mm2）
ポアソン比：0．3

時間刻み　：約8．0×108秒
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図一11載荷前および破断直後の解析結果と実験

　　による破断後の試験片の変形形状比較

（2）せん断パネルの交番載荷癬析

　文献3）で用いられた、せん断型の極低降伏点のリブ

付きパネルダンパーの概略図を図’12に示す。実験は正

弦波加振で行われ、最大せん断変形角γ圃の範囲は

1／500～1／25rad、平均せん断歪み速度ん，の範囲は

0．02～0．32（／sec）であった。ここで、γ阻．は図一13に

示す通りであり、ノ僻は平均速度4必を高さhで除し

たものとし、ノ僻＝4D／丑と定義する。

　　　　200mm
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　これらの条件を基に、汎用ソフトであるLS・DYNA

を用いた動的シミュレーション解析を行った。

　解析には、高速引張破断試験から得られた歪み速

度効果を考慮した真応カー真歪み関係を用いた。パ

ネルは20x20mmのシェル要素、リブは20×25×

9㎜のソリッド要素でモデノレ化した。尚、漸は2

周期間行うことにした。

　図・14に、せん断応力度τ一せん断変形角γ関係に

ついて実験結果と解析結果を比較した図を示す。解

析結果の2周期目はパネルの塑性化の進行により、

せん断変形角が零付近で面外座屈の発生位置が入れ

替わる事による応力の低下が見られた。これは文献

2）、3）でも観察されており、載荷速度が増すにつれ

て目立たなくなるようである。実験3）と解析の引張降

伏応力σ，の違い（図一14中に記す。実験の方が8，7％

大きい。）を考慮すると、両者は非常に良く似ている。

降伏せん断応力度（τ。＝σ。1畜）を基準として、最大せ

ん断応力度に関する動的応答倍率（τ㎜ノτ。）について

も求めてみたが、値、傾向ともによく合致していた。

5．おわりに

　極低降伏点鋼の高速引張破断試験から数値シミュ

レーション解析を行うための歪み速度依存型材料特

性のモデル化を試み、提案式（1）を得た。有限要素解

折の結果、弾性域から塑性域を経て破断に至るまで

の挙動を良好に再現できることが分かり、モデル化

の妥当性について確認することができた。今後は、

ここで提案した数値モデルを用いて種々の鋼製減衰

装置に関する検討・開発を行いたいと考えている。

【謝辞］

　本研究における極低降伏点鋼の高速引張試験は、

（社）鋼橋技術研究会・耐震設計研究部会の活動の

一環として行われたものである。本研究を遂行する

にあたり、熱心な討議をしていただいた部会員各位

に感謝申し上げます。

［参考文献】

1）和泉章他共著1建築物の損傷制御設計（丸善）．

2）例えば、田中・佐々木：極低降伏点鋼を用いた制震

パネルダンパーの静的履歴減衰性能に関する研究、日本

建築学会構造系論文集、第509号，1998．

3）佐藤・和泉他；低降伏点鋼せん断パネルの動的加力実

験、建築学会大会概要集、1999．

一238一



ト234 土木学会第57回年次学術講演会（平成14年9月）

極低降伏点鋼サイスミックダンパーの動的載荷試験
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1．はじめに

極低降伏点鋼は早期のエネルギー吸収性能が期待できるという利点があり、また加工（溶接、切断、曲げ加工）

も一般鋼と同様に行うことができ、さらに材料費も一般鋼と殆ど変わらないことなどの特徴があるため、履歴型の

サイスミックダンパーの材料として用いられる場合がある。本研究は、この極低降伏点鋼を用いたより合理的なサ

イスミックダンパーの設計を目的として、3種類の基本的な変形（曲げ・せん断・振り）に基づく減衰装置を作製し、

その基本性能を、動的載荷実験を通して明らかにする試みを行ったものである。

2．動的載荷試験の概要

（1）載荷装置と実験方法　　　曲げ・せん断・振

りの載荷試験が可能な載荷装置を作製した（図　　　　　　　　　　アクチユエーター

畦，写真一1）。供試体の下端を固定し、上端部

に、2本のレールを抱いて滑るそり状のスライ

ダーを介してアクチュエーターで動的に載荷す

る。このとき、横変位が大きくなるにつれて必然的

に供試体に引張力が発生する。レールとスライダ

ーの間には硬質ゴムがコーティングされており、

圧縮変形により多少この引張力の発生を遅らすよ

スライダ

図・1

レール

冊
試験装置設置図

　写真・1動的載荷試験装

うになっているが、

・今回の試験は、

この引張力が顕

著に現われる前

までの範囲に限

定した。加振周

波数0．01～1．O

Hzの正弦波状

の強制変位を加

えたが、加振パ

ターンとして、a）

ステップ漸増型，

b）連続漸増型，

c）一定振幅型の

3種類を用いた。

荷重はアクチュ

エーターのロー

ドセル、また変

位はレーザー変

位形を用いて直

接測定した。
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図・2　供試体形状と寸法図
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（2）供試体の特徴　　供試体は基本的な3タイプ、すなわち、曲げ型（Type　B）・せん断型（Type　S）・振り型（Type　T）の他

に、せん断型を直交させて組み合わせた全方向型（Type　A）を加え、計4種類作製した。各供試体の形状と寸法を図

一2に示す。全方向型は載荷方向角を0。，30。，45。の3方向に変化させた。各供試体に対して2体同じものを作製し

た。曲げ型は最も単純な構造として選択したものである。せん断型供試体の補剛リブは、なるべく純粋なせん断特性を得る

目的で隅角部を不連続にした。また幅厚比は比較的小さく、面外座屈は先行しない供試体となっている。過去に行った円筒

の塑性振り解析で良好な結果が得られたことから、振り型を加えた。本実験では供試体上部の孔にピンを通し、これに強制

変位を加える方法を採った。全方向型は、溶接作業が煩雑になることから、補剛リブを片側のみ付ける事にしたものである。

3．動的載荷試験結果と考察

　最も大きく塑性域に入っている曲げ型においても、交番載荷数10回

程度の試験を4回連続しても殆ど同様の履歴曲線が得られた。また、　2

いずれの型の減衰装置においても繰り返し載荷に対する安定性が優れ　遷一

ていることが分かった。図一3は最初に軸力の影響を調ぺるために行った

特別な試験結果であり、曲げ型供試体の連続漸増入力における履歴曲線
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変位（m㎡》
である。降伏以後、流れ場を経て復元力は一時低下するが、暫くすると再び　　　図・3　曲げ型の履歴曲線（軸力の影響）

上昇に転じる。これは加力装置の鉛直方向変位を拘束したまま横変位させることに伴う軸力の発生が原因で生じる現象であ

る。鉛直軸方向拘束によるもう一つの問題である歪み硬化現象にっいては、幾つかの実験で報告されているが、今回の実

験では、スライド面の硬質ゴムの影響によるものか、図一3のような強い軸力が作用する場合を除いて、顕著な歪み硬化現象

は見られなかった。ここで用いたせん断型は隅角部に弱点があり、面外曲げ変形が生じる場合もあった。疲労亀裂は、やは

り隅角部から発生し、せん断面に沿って進展した。幅厚比を小さくすると履歴曲線の顕著なスナップスルーが見られなくなる

が、体積当りのエネルギー吸収効率は低下する。図一4はタイプ別に1サイクル当りの履歴曲線の面積（吸収エネルギー）を

計算し、そのときの最大変位を横軸にとって表わしたものである。全方向せん断型は全て1せん断型と殆ど同じ曲線上に

あることから、任意の地震波の入射角に対しても十分その機能を発揮することが分った。また、図一5は同グラフを供

試体の体積で除し、基準化して表わしたものである。せん断型のエネルギー吸収効率が良いことが分かる。今回の試験

結果より、3種類の履歴型ダンパーの総合的な評価をすると、表一1のようにまとめられる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　モデル化
4．設計手法に関する考察　　　　　・　　（体積による基準化をしたもの）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表・1各履歴型ダンパーの総合評価
　今回用いた極低降伏点鋼の静的降伏応力度

と強度はそれぞれ84N／㎜2，254N／㎜2である。

しかし、この静的降伏応力度に基づいてサイ

スミックダンパーを設計すると、復元力値を

過小評価することになる。むしろ、図一6に示

すように、極低降伏点鋼の応カー歪み関係を

簡略してバイリニアで表わす方が実際の復元

力に合致することが分かった。この理由として歪み速度の影響が考えられ、歪み速度の上昇と伴に急激に降伏応力

度が上昇し、バイリニア型の応カー歪み曲線に近づくためであると思われる。初期剛性の算定式を得たが、これと

図一6のバイリニア曲線より求めた復元力から降伏時の変形が求められ、次に塑性変形量が求められることになる。

5．まとめ　　履歴型サイスミックダンパーのプロトタイプの基本的な特性、エネルギー吸収性能、製作性、

施工性などについて実験的に明らかにした。また、合理的な設計手法についていくつか検討を行った。

挨り型 曲げ型 せん断型

製作性 △ ◎ ○

施工性 △ ◎ ○

経済性 ○ ○ ○

エネルギー

吸収効率
○ △ ◎

総合評価 ▲ ○ ◎

特徴

小変位で吸収大

トルクの与え方が難しい

曲げ加工の手間が掛かる

構造が単純

大変位にも
追随可

リブの溶接がやや煩雑

全方向型も可

効率が良い

一240一


